
 
 

生活保護（医療扶助）患者に施術を行う際の留意点 

 

１ 指定申請について 

○ 生活保護法における施術機関の指定は施術者個人ごとの指定となり，同一施術所の複数施術者が施術

を担当する場合は，それぞれ指定申請手続きが必要です。開設者の場合は施術所の所在地の自治体，開

設者以外の従事者は住民票の住所地の自治体で指定申請を行ってください。指定申請先が京都市以外と

なる場合は，当該自治体に手続きを確認してください。 

○ 生活保護法指定医療機関（施術者）は，公法上の地位が与えられ，生活保護法第５０条の規定を遵守

していただく義務があります。詳細は指定医療機関医療担当規程（※）を参照してください。 

○ 指定通知については，適切に掲示，保管してください。 

 

２ 協定及び個別契約について 

 京都市と協定を締結している団体に所属されている施術者は指定申請手続きのみが，団体未所属の施術

者は指定申請手続きに加え，別途，京都市との個別契約の締結が必要です。個別契約がないまま医療扶助

患者に施術を行われても，施術報酬の請求には応じられません。また，京都市以外から指定を受けられて

いる施術者も京都市との個別契約が必要となります。 

 

３ 患者の申請及び給付要否について 

○ 施術の給付に係る申請は，原則として事前申請のみ認められます。例外的に，閉庁時における応急手

当（柔道整復）等，やむを得ないと判断できる場合に限って事後申請を認めています。 

○ 患者の申請欄については，原則として本人の記入のみ認められます。代筆が必要と認められる場合で

あっても，施術者による代筆は認めていませんので，記載しないでください。 

○ 給付要否意見書を患者等に交付したことのみをもって施術の給付が認められるものではありませんの

で，注意してください。 

○ 生活保護法における施術の給付については，暦月を単位としているため，月途中の開始であっても，

その月の月末をもって１箇月としていますので，注意してください。医師の同意についても同様です。 

○ 往療については，歩行困難等安静を必要とする真にやむを得ない場合に限り認められるものであり，

生活状況等を踏まえて判断しますので，往療料の請求が常に認められるものではありません。また，担

当する施術機関（者）については，原則として患者の居住地等から近距離に所在する施術機関（者）に

限られます。 

○ 担当する施術者の変更等，給付要否意見書の記載内容と異なる状況が生じた場合は，事前に担当のケ

ースワーカーまで連絡し，継続の要否等について相談してください。 

 

４ 施術報酬の支給について 

施術報酬の料金算定（※）は，国民健康保険（施術に係る療養費の算定基準）の例によります。 

 支払いは，毎月１０日までに請求があった施術報酬請求明細書について，内容に疑義や修正がない場合

は，締切り月の翌々月初に登録口座へ振り込みます（例：４月２８日請求，５月１０日締切り→７月初め

振込）。 

※ 本市ホームページ「京都市情報館」（ページ番号２３８４６７）で公開しています。 


